
　 　

１．法人の概要 【役員名簿】

役職名 氏名 現任期終了 備考

代 表 理 事 大継　章嘉 R8.6

業務執行理事 森　 　久子 R8.6 常勤

理 事 榎下　朋浩 R8.6

理 事 山岸　将幸 R8.6

理 事 本　　 教弘 R8.6

理 事 田中  宏和 R8.6

千円 　理 事 萬浪　富弘 R9.6

千円 監 事 木村　勝一 R8.6

千円

千円

千円

千円 　 　

２．役職員の状況 （単位：人）

　

　 府派遣 府OB 府派遣 府OB 府派遣

1 0 1 0 1 1 0

7 1 0 1 0 7 1

0 0 0 0 役員の定数・任期・選任方法

0 0 0 0 0 0 0 定数 理事 5 名以上10名以内

0 0 0 0 監事 2 名以内

5 0 1 0 1 5 0 任期 理事 2 年

5 0 1 0 1 5 0 監事 4 年

0 0 0 0 選任方法

0 人）の

大阪教育大学学長補佐、総合教育系特任教授

大阪ユニセフ協会事務局長

役
員

常勤役員

管
理
職

1

その他の団体

0

200,000

令和５年度

その他

6

1

0

令和７年度

0.0%

府OB

公益財団法人　大阪国際平和センター

100,000

100,000

(元大阪府中央卸売市場長）

税理士

　一般財団法人または公益財団法人移行年月日 平成２６年４月１日

設立目的

大阪市中央区大阪城２－１

大阪市教育委員会事務局生涯学習部長

Ｈ Ｐ ア ド レ ス所 在 地

（一社）大阪青年会議所理事長

大阪府府民文化部人権局長

0.0%

大阪府

大阪空襲の犠牲者を追悼し、平和を祈念するとともに、空襲を中心に大阪の人々の戦争
体験に関する情報及び資料の収集、保存、展示等を通じて、戦争の悲惨さ及び平和の尊
さを次の世代に伝え、平和を願う豊かな心を育み、もって世界の平和に貢献する。

日本労働組合総連合会大阪府連合会会長

50.0%

現職名平成元年７月２５日

50.0%

https://www.peace-osaka.or.jp/

【令和７年７月１日現在】

設立年月日代 表 者 名 代表理事　　大継　章嘉

府民文化部人権局人権企画課法人所管課０６（６９４７）７２０８電 話 番 号

大阪市

【各年度７月１日時点】

0

　

 歳

常勤職員計

0

　

理事及び監事は、評議員会の決議
により、選任する

千円

主　な
出捐団体

（出捐割合）

（基本財産）

0.0%

令和６年度

出捐総額

備考

0

200,000

0

0

その他

一
般
職 0

0

非常勤役員

プロパー職員

年間給与手当支給額平均 千円 平均年齢

職
員

プロパー職員 0

5

5

0

常勤以外の職員 0

プロパー職員（ 給与に関する状況（令和６年度）



３．主要事業の概要　

（単位：千円）

①

②

③

④

※単位未満は四捨五入を原則としたため、内訳の計と合計が一致しない場合がある。

【事業計画及び事業実績】

（平和や人権に

関する作品を上映）

（平和や人権に

関する作品を上映）

3月1回） 3月1回）

予定通り実施　692人来場 GWに実施／夏・春休みを予定

8月25日実施予定 予定通り実施　67人参加 10月19日実施予定

（４）親子（映画）まつり

（５）府政学習会

随時 収入423,299円 Tシャツ等、一部商品リニューアル

　 切替 　貸出、YouTubeで動画公開
（７）館報「ピースおおさか」の発行 随時 1月に発刊 随時

③グッズ等販売事業 （１）オリジナルグッズの販売

①12回
     （①展示、 ②「語り部」派遣） ②映像視聴・動画公開に ②デジタルコンテンツを学校へ ②－

（３）ウィークエンドシネマ 毎週土曜日 毎週土曜日実施　4,310人来場 毎週土曜日

GW,夏・春休みを予定

（６）出前事業 ①12回 ①出前展示は12回実施

（２）平和祈念事業 4回（8月1回,9月1回,12月1回, 4回実施　499人来場 4回（8月1回,9月1回,12月1回,

（１）特別展示 順次開催予定 5回実施　60,435人来場 戦後80年を踏まえた展示②企画事業

　　 ②資料貸出 ②390件 ②406件の資料を貸出 ②407件
（デジタルコンテンツ利用含む） （デジタルコンテンツ利用含む） （デジタルコンテンツ利用含む）

（１）常設展示 6年4月1日～ 6年4月1日～ 展示の解説内容の変更や

（２）①寄贈資料収集 ①随時受入 ①125点の資料を収集 ①随時受入

①展示情報事業
必要に応じて、アップデートに努めた キャプションの多言語化

事　項
事　業　量　

備　考
令和６年度計画 令和６年度実績 令和７年度計画

全事業合計 20,768 21,372 24,219 23,158 26,295

事　業　名

被災地への復興支援（義援金）等
全事業合計に占める割合 0.0% 0.0% 0.4% 0.0% 0.4%

①～③以外の事業 0 0 100 0 100

オリジナルグッズの販売
全事業合計に占める割合 1.1% 0.0% 1.7% 1.5% 1.6%

グッズ等販売事業 232 0 410 337 410

17,347

事　　業　　名

特別展の開催及び講演会・平和学習講座などの企画事業
の開催全事業合計に占める割合 14.5% 29.2% 33.3% 19.9% 32.1%

企画事業 3,002 6,251 8,062 4,605 8,438

公益財団法人　大阪国際平和センター

【事業規模（事業費）】

令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度
備　　考

実績

常設展示（展示資料の維持管理）及び実物資料・映像資料
の収集・貸出しなど全事業合計に占める割合 84.4% 70.8% 64.6% 78.7% 66.0%

実績 当初予算 実績 当初予算

展示情報事業 17,535 15,121 15,647 18,216



４．大阪府の財政的関与の状況 （単位：千円）

令和４年度 令和５年度 令和７年度
実績 実績 当初予算 実績 当初予算

67,014 66,626 61,084 60,706 67,456
44,989 45,097 45,702 45,816 46,823

22,025 21,529 15,382 14,890 20,633

0 0 0 0 0
0 0 0 0 0

430 353 0 384 0
（使用料） 430 353 0 384 0

67,444 66,979 61,084 61,090 67,456

（単位：千円）

令和４年度 令和５年度 令和６年度

0 0 0 　
0 0 0 　

施設修繕計画に基づく補修工事・展示解説の多言語化に対する補助

委　託　料

公益財団法人　大阪国際平和センター

区　　分
令和６年度

補助金、委託料等の内容

補　助　金 　
（
内
訳

）

大阪国際平和センター補助金 大阪国際平和センターの運営補助

大阪国際平和センター補修等整備費

会場使用料 講堂等の会場使用料

貸　付　金 　

その他（分担金・負担金・出捐金等）

府損失補償・債務保証契約に係る債務残高（期末）

府借入金残高（期末）

合　　　　　計

区　　分



　 公益財団法人　大阪国際平和センター

５．財務状況 (単位：千円）　

令和４年度 令和５年度 令和６年度 前年度比増減 分析・評価
1,847,948 1,818,300 1,748,176 △ 70,124

17,095 58,203 40,138 △ 18,065
現金預金 15,821 52,003 33,524 △ 18,479
未収金 49 4,814 5,210 396
その他流動資産 1,224 1,386 1,404 18

1,830,853 1,760,097 1,708,038 △ 52,059
基本財産 200,000 200,000 200,000 0
特定資産 1,616,346 1,546,107 1,494,565 △ 51,542
その他固定資産 14,508 13,990 13,473 △ 517

15,658 56,249 38,101 △ 18,148
15,658 56,249 38,101 △ 18,148

短期借入金 0 0 0 0
未払金 14,360 54,849 36,410 △ 18,439
その他流動負債 1,298 1,401 1,692 291

0 0 0 0
長期借入金 0 0 0 0
各種引当金 0 0 0 0
その他固定負債 0 0 0 0

1,832,290 1,762,050 1,710,075 △ 51,975
1,816,346 1,746,107 1,694,565 △ 51,542

15,945 15,944 15,509 △ 435

※単位未満は四捨五入を原則としたため、内訳の計と合計が一致しない場合がある。

（現金預金）
現金預金の減少については、長期修繕費等の
未払金の減（18,439千円）が主な要因である。

（特定資産）
特定資産の減少については、建物等の減価償
却による減（66,042千円）が主な要因である。

（未払金）
未払金の減少については、長期修繕費等の未
払金の減（18,439千円）によるものである。

流動資産

固定資産

負債合計
流動負債

固定負債

正味財産合計
指定正味財産
一般正味財産

　

貸
借
対
照
表

資産合計



公益財団法人　大阪国際平和センター

(単位：千円）　

令和４年度 令和５年度 令和６年度 前年度比増減 分析・評価

経常収益 215,159 215,223 186,110 △ 29,113
基本財産運用益 704 702 707 5
特定資産運用益 0 0 0 0
受取会費 330 302 292 △ 10
事業収益 2,416 3,835 4,775 940
グッズ等販売事業収入 330 398 423 25
受取補助金等 131,984 132,936 101,655 △ 31,281
受取負担金 0 0 0 0
受取寄付金 12 29 0 △ 29
平和寄金収入 28 1,128 897 △ 231
固定資産償却費振替額 77,241 74,773 76,190 1,417
その他の収入（受取利息収入等） 2,115 1,120 1,169 49

経常費用 216,297 215,224 186,453 △ 28,771
事業費 187,841 187,091 159,159 △ 27,932
管理費 28,456 28,133 27,294 △ 839

△ 1,138 △ 1 △ 343 △ 342
経常外収益 0 0 0 0
経常外費用 81 0 91 91
　　　 棚卸資産評価損 81 0 91 91

△ 81 0 △ 91 △ 91
△ 1,219 △ 1 △ 434 △ 433

　　　　 受取補助金 2,045 4,785 24,715 19,930
　　　 平和寄金収入 694 877 897 20
　　　　 一般正味財産への振替額 △ 77,269 △ 75,901 △ 77,087 △ 1,186

△ 74,531 △ 70,239 △ 51,541 18,698
1,832,290 1,762,050 1,710,075 △ 51,975

※単位未満は四捨五入を原則としたため、内訳の計と合計が一致しない場合がある。

　

正
味
財
産
増
減
計
算
書

（一般正味財産増減の部）

 （指定正味財産増減の部）

正味財産期末残高
当期指定正味財産増減額

（受取補助金等）
受取補助金等の減少については、運営及び長
期修繕に係る補助金の減（32,111千円）が主な
要因である。
なお、受取補助金は一般正味財産増減の部で
31,281千円の減少、指定正味財産増減の部で
19,930千円の増加となり、合計で11,351千円の
減少となっている。

（事業費）
事業費の減少については、修繕費の減
（29,642千円）が主な要因である。

（受取補助金）
受取補助金の増加については、長期修繕に係
る補助金の増（20,271千円）が主な要因であ
る。

当期経常増減額

当期経常外増減額
当期一般正味財産増減額



公益財団法人　大阪国際平和センター

(単位：千円）　

保有総額＜令和6年3月31日時点＞ 保有総額と時価評価額差（B）-(A）

0 0

令和４年度 令和５年度 令和６年度 前年度比増減 分析・評価

9,731 9,885 10,186 301

21,918 22,128 22,522 394

0 0 0 0

77,759 75,291 76,708 1,417

令和４年度 令和５年度 令和６年度 前年度比増減 分析・評価

公益事業費用／経常費用 86.8% 86.9% 85.4% -1.5%pt

人件費／経常費用 14.6% 14.9% 17.5% 2.6%pt

自己収入／経常収益 38.3% 37.9% 45.0% 7.1%pt

流動資産／流動負債　 109.2% 103.5% 105.3% 1.8%pt

借入金残高／負債・正味財産合計　 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%pt

退職給付費用

借入金はなく、経営上の問題も生じていない。

0

（職員人件費）
人件費の増加については、職員単価改定によ
る増である。

減価償却費

主要経営指標

自己収入比率

職員人件費

時価評価額（Ｂ）＜令和7年3月31日時点＞
仕組債の保有状況

借入金比率

主な経常費用

流動比率

0

保有総額（Ａ）＜令和7年3月31日時点＞

役員人件費

公益目的事業比率

人件費比率



Ⅰ．最重点目標（成果測定指標）

単
位 R５実績値 R６目標値

R６実績値
（※１）

ウエイト
得点

（※２）
小計

（※３）

公益財団法人　大阪国際平和センター

６．R６年度　経営目標の達成状況

戦略目標 成果測定指標

① 平和学習の推進

府内小中学校来館率
（ピースおおさかに来館した府内公立小中
学校数／府内全公立小中学校数）

％ 30.0

学校関係へのPR

31.4 20

72,543

① 平和学習の推進

② ピースおおさかの利用促進

90.0

20
30/30

【100％】

31.0

回

101212

30 10 1030

Ⅱ．設立目的と事業内容の適合性（事業効果、業績、ＣＳ）

30

入館者数 人

平和学習到達度
「ピースおおさかが平和学習の場として役
立ったか」という問いに対し、「役立った」
／全回答
（選択肢は、「役立った」「役立ったがもう
少し工夫・改善があればなお良い」「あま
り役立たなかった」「役立たなかった」）

％ 96.2

73,681

1,356 15

Ⅲ．健全性・採算性（財務）、コスト抑制と経営資源の有効活用・自立性の向上（効率性）

③

390

千円

72,000

25/25

【100％】

11

貸出資料利用件数（デジタルコンテンツ利
用件数含む）

件 －

900

運営コストの抑制

45/45

【100％】

入館者1人当たりの事業費
（「一般会計」支出合計（事業活動支出額）
／入館者数）

1,243

※３　小計の【　　】は得点率。

10 10

10

94.6

館外の利用促進

15 15

10

406 10

出かける展示 回

877

1,270 1,247 10 10円

※２　目標値が前年度実績以上の場合、当該年度の実績値が目標値に到達しないときでも、達成状況に応じて加点を行う。

※１　網掛けは目標達成項目。

15④ 自主財源の確保 平和寄附金収入

⑤



点数（合計）

100

７．法人による評価結果

法人の総合的評価結果

　令和6年度は、前中期経営計画の最終年度であったことから、運営について創意工夫を図るなど、目標達成に向け様々な取組を行った結果、経営目標のすべての項目で目標値を
上回った。世界的規模で平和への意識が高まり、当館の果たす役割が益々重要になる中、平和祈念事業での情報発信や他機関とも連携した特別展示の実施、戦争体験者の証言
映像を記録したDVDの制作など、戦争の悲惨さ・平和の尊さを次世代に伝えるためのさまざまな取組を行った。また、増加する外国人からの要望が多かったキャッシュレス機能付き
券売機の導入を図るなど、来館者が快適に入館、見学いただける環境整備に努めた。
　今後においても、更に国内外の多くの方々が資料館を訪れ、戦争の悲惨さや平和の尊さについて改めて考えていただけるよう、引き続き、他機関と連携した事業の展開や、資料の
多言語化をはじめとした外国人の受入環境整備に取り組む。



８．府の審査・評価の結果

点数（合計） 役員業績評価

100 A

  

《参考》９．「令和７年度大阪府行政経営の取組み」における方向性（令和７年２月）   

公益財団法人　大阪国際平和センター　

○存続
・ピースおおさかの運営を通じ、大阪空襲犠牲者を追悼し、戦争の悲惨さ・平和の尊さを次の世代に伝える

審査の結果

・経営目標のすべての項目で目標値を達成している。

〇最重点目標、事業効果、業績、CS
・最重点目標とした指標「府内小中学校来館率」については、
学校へのPRやホームページ等での情報発信を積極的に実施
し、目標を達成した。
・館外の利用促進については、証言映像を記録したDVDを新
たに制作し、令和５年度にデジタル化した平和学習用コンテン
ツの貸出を始める等、学習形態の変化に対応した取組を実施
している。
・他機関と連携した特別展の実施など、来館者増に向けた効
果的な事業を展開している。

〇財務、効率性
・累積欠損金や借入金はなく、財務状況は健全である。
・運営コストの抑制に関しても可能な限り経費の削減に努め、
目標を達成している。

経営状況、事業の実施状況その他の事項に関する府の評価結果及び指導・助言

（評価）
・最重点目標である「府内小中学校来館率」をはじめ、令和６年度より新たにデジタルコンテ
ンツ利用件数を含む指標として設定した「貸出資料利用件数」など、すべての目標を達成し
た点は評価できる。

（指導・助言）
・さらなる「府内小中学校来館率」や「入館者数」の増加に向け、学校関係へのPRや企画事
業の充実などに努めること。
・また、「平和寄金収入」については、引き続き、新たな寄付金収入の確保につながる働き
かけを検討するなど、積極的な取組みに努めること。
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ミッション 基本方針 戦略目標と成果測定指標【中期経営計画上の目標値】

《参考》１０．経営目標設定の考え方

○大阪空襲犠牲者を追悼し、平和を祈念す
る

○空襲を中心に大阪の人々の戦争体験に関
する情報・資料を収集・保存・展示する

○戦争の悲惨さ・平和の尊さを次の世代へ
伝え、平和を願う豊かな心を育み世界の
平和に貢献する

■ 大阪府の施策

・平和施策の推進

１ 平和学習の推進

「大阪中心」に「子ども目線」で「平和を自分自
身の課題として考えることができる展示」を行う
平和博物館として、戦争の悲惨さ・平和の尊さを
次世代へ伝える。

２ ピースおおさかの利用促進

「大阪空襲を語り継ぐ平和ミュージアム」として
国内外を問わず一人でも多くの人に館の利用を促
す。

3 館外での資料活用

館外での平和の情報発信、ピースおおさかのPRの
場としての活用

４ 自主財源・入館料収入の確保

自主財源の確保による事業実施と、有料入館者の
確保に努める。

① 平和学習の推進

・府内公立小中学校来館率
【31.4％(R6実績)→32.3％(R11)】

・学校関係へのPR

【30回(R6実績)→30回(R11)】

・平和学習満足度
【94.6％(R6実績)→90.0％(R11)】

② ピースおおさかの利用促進

・入館者数
【73,681人(R6実績)→77,900人(R11)】

③ 館外での資料活用

・貸出資料利用件数
【406件(R6実績)→415件(R11)】

・出かける展示
【12回(R6実績)→12回(R11)】

④ 自主財源の確保

・平和寄金収入
【1,356千円(R6実績)→977千円(R11)】

⑤ 入館料収入の確保

・入館料収入
【4,233千円(R6実績)→4,927千円(R11)】
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《参考》１１．R７年度　目標設定表

Ⅰ．最重点目標（成果測定指標）

戦略目標 成果測定指標
単
位

R５実績値 R６実績値 R７目標値
ウエイト
（R７）

中期経営計画
最終年度

目標値（R11）

① 平和学習の推進

府内公立小中学校来館率

（ピースおおさかに来館した府内市公立小中学校
数／府内全公立小中学校数）

％ 30.0 31.4 31.6 20 32.3

10 30

法人経営者の考え方（取組姿勢・決意） 戦略目標達成のための活動事項

最重点とする理由、
経営上の位置付け

〇当法人は、①大阪空襲の犠牲者を追悼し、平和を祈念する　②空襲を中心に大阪の人々の戦争体験に関する情報・資料を収
集、保存、展示する　③戦争の悲惨さ・平和の尊さを次の世代に伝え、平和を願う豊かな心を育み、世界の平和に貢献することを
目的とし、平成27年4月に「大阪中心」に「子ども目線」で「平和を自分自身の課題として考えることができる展示」にリニューアルし、
主に平和学習施設として運営している。

〇先の大戦を自らの体験として語れる人は少なくなる一方、平和学習施設として当法人の果たすべき役割の重要性は高まってい
る。平和の尊さを次世代へ伝えるべく、館の取組みについて府内小中学校へ働きかけ、１校でも多くピースおおさかを利用してもら
うことを最重点目標とする。

・府内全小中学校に対する来館案内

・市町村教育委員会や校長会等においてのPRの実施

・令和6年度に写真や機能を追加したデジタルコンテンツの利用促進

・講堂や会議室の利用の促進、教員等による平和や人権研修の誘致

・定時映画やDVD化した戦争体験証言映像の上映、見学ワークシートの提供、戦跡めぐり
など、教員の平和学習のサポートに取り組む

・学校の来館時期の分散化への取組み

・学校教員向けのアンケートによる効果的な平和学習のニーズの把握

〇当財団の運営費のほとんどは府市の補助金に依拠しているが、平成20年の財政再建プログラム案において「府派遣職員は必
要最小限」とされ、それ以降の補助金の減額も相まって、組織体制、事業展開とも極めて厳しい状況にあり、限られた人員・資源を
生かした効果的な運営が求められている。

〇府内の公立小中学校については、エリアごとによってピースおおさかへの来館率にばらつきがあり、来館率の低いエリアへの効
果的な働きかけが必要である。

活動方針

学校関係へのPR 回 30 30 30

最重点目標達成のための
組織の課題、改善点

令和５年度に作成した学習用デジタルコンテンツの周知を含め、館の取組みについて学校等への働きかけを行い、府民等への平
和学習機会の充実を図る。
また、これまで蓄積してきた収蔵資料の整理、保存・活用に努め、博物館機能の強化を図るとともに、平和・人権研修などの誘致や
他団体との連携を深め、平和ミュージアムとしての情報発信に努めていく。
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※ （　　)は当該年度の経営目標として設定していないため、参考として記入した実績値

中期経営計画
最終年度

目標値（R11）
戦略目標達成のための活動事項

ウエイト
（R７）

1,356 956

90.0 ・教員向けアンケートによる効果的な平和学習ニーズの把握

・来館が困難な学校に向けたＰＲの実施
・デジタルコンテンツの説明会の開催その他積極的なPRの実施
・貸出資料を増やして対応

・企画事業の充実
・他の博物館等との連携
・会議室活用の誘致
・学校の来館時期の分散化への取組み
・SNSを活用した情報発信
・夏休み等校外学習がない時期の催しの充実

94.6

Ⅱ．設立目的と事業内容の適合性（事業効果、業績、ＣＳ）

戦略目標 成果測定指標
単
位

R５実績値 R６実績値

77,900

館外での資料活用

415

72,300

出かける展示 回

R７目標値

12

15

10

406 407 10

③

平和学習満足度

（「ピースおおさかが平和学習の場として役立った
か」という問いに対し、「役立った」／全回答）
（選択肢は、「役立った」「役立ったがもう少し工夫・
改善があればなお良い」「あまり役立たなかった」
「役立たなかった」）

90.0

入館者数 人 72,543 73,681

％ 96.2

貸出資料利用件数（デジタルコンテンツ利用件数含
む）

12 10

件 －

① 平和学習の推進

②

⑤ 入館料収入の確保

ピースおおさかの利用促進

12
・展示先の確保
・展示内容の充実

(4,233) 4,163

Ⅲ．健全性・採算性（財務）、　コスト抑制と経営資源の有効活用・自立性の向上（効率性）

④ 自主財源の確保 平和寄金収入 千円 877

11

10 4,927 ・魅力ある企画事業の実施やSNSを活用した積極的な情報発信

977
・企画事業等での積極的な寄附の呼びかけ
・税の優遇措置のPRの継続

入館料収入 千円 (3,835)

15


